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要旨 
 

 近年の日本企業による IT 化は、自前で IT 資産を蓄積することから、クラウドコンピューテ
ィングの利用をはじめとした IT サービスの購入へとシフトしてきている。本稿では IT サービ
スの代表的なものとしてクラウドコンピューティング導入に注目する。「情報処理実態調査」に
よれば、日本でもクラウドコンピューティング導入企業の割合が 2009 年 10％から 2016年 60％
弱まで上昇しており、アメリカよりは遅れているものの（2010 年で導入率がすでに 60％を超え
る）、日本企業にも定着してきたものと思われる。 
本研究では経済産業省による「情報処理実態調査」と「企業活動基本調査」の個票データをマ

ッチングし、クラウドコンピューティングの導入が企業の生産性、売上、従業員数、事業所数等
のパフォーマンスに与える効果を分析する。企業固定効果をコントロールしても、クラウドコン
ピューティング導入は企業の売上を伸ばし、生産性を高め、企業の海外展開を加速させる。売上
は主業でも伸びるが、副業での売上が大きく増加する。また、R&D 支出は増えない一方で特許
保有件数は増加する。以上の効果は大企業と中小企業の間で有意な差はない。 
一方、本稿は日本企業で導入が遅れている制度の一つである情報システム統括役員（Chief 

Information Officer, CIO）の導入効果も検証している。CIO の導入は売上の増加には正の影響
を持つが、生産性には有意な影響が確認されない。また CIO の導入は主産業の売上増加と事業
所集約化とに関係性が見出される。クラウドコンピューティング導入の効果と同様、CIO 導入
は R&D 支出を増加させないが、特許保有件数を増加させる。 
このように、クラウドコンピューティングと CIO の導入はイノベーション活動の効率化に貢

献することが示唆される結果が得られた。 
 
キーワード：デジタル化、ITのサービス化、クラウドコンピューティング、CIO、生産

性、企業の成長、イノベーション、効率化 
JEL Classification: O33, O32, M15 
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1．はじめに 
近年の日本企業による IT 化は、自前で IT 資産を蓄積することから、クラウドコンピュ

ーティングの利用をはじめとした ITサービスの購入へとシフトしてきている。総務省「通
信利用動向調査」によると、クラウドコンピューティングを「全社的に利用している」企業
の割合が 2013 年調査の 15.0％から 2018 年調査の 32.9％、「一部の事業所又は部門で利用
している」企業の割合が、同期間において 18.0%から 25.4％にそれぞれ増加している。し
かしながら Van Ark（2016）は、このような企業の IT 資産への投資から IT サービス購入
へのシフトは米国、英国、独国の企業においても観察される一方で、IT サービスの購入の
増加が必ずしも企業の生産性の向上に結びついていないこと、その背景として ITサービス
の利用が初期段階にあり、その効果が発揮されるのに時間がかかることを指摘している 1。 

ITサービスの高度利用として考えられる AI に関しても、生産性の向上が観察されていな
い。Brynjolfsson et al. (2019)は、AI は経済活動全体に影響を与える汎用技術（General 
Purpose Technology、以下 GPT）として捉え、この GPT が効果を発揮するためには十分
なリードタイムが必要であると捉えている。つまり、汎用技術の導入には補完的な投資が必
要であり、この補完的投資はコストが高く、さらにその投資の実行に時間を要することが分
かっている。同じく GPT と考えられる IT 投資に関しても補完的投資の重要な影響に関し
て分析を行ったのが、Brynjolfsson et al. (2018)である。GPTの初期段階では、GPTに補完
的な組織を整備する等の無形資産の投資が重要であると考えられるが、GPT の技術への投
資が進む一方、無形資産の蓄積やこれが効果を発揮するのには時間がかかり、GPT 導入初
期段階では生産性がむしろ下がり、その後に生産性が増加する生産性の J-Curve 効果があ
るとの仮説を唱えた。彼らは検証の結果、IT 投資には生産性の大きな J-Curve 効果があっ
たことを見出している。 
本研究では経済産業省による「情報処理実態調査」と「企業活動基本調査」の個票データ

をマッチングし、クラウドコンピューティングと情報システム統括役員（Chief Information 
Officer、以下 CIO）の導入が企業の全要素生産性（Total Factor Productivity, 以下 TFP）、
売上げ、従業員数、国内外の事業所数等のパフォーマンスに与える効果を分析する。特に近
年の研究が指摘するように ITに補完的な無形資産の状況（IT役員の有無等の ITに対応し
た組織形態の差異）が企業パフォーマンスに与える影響を検討する。特にクラウドコンピュ
ーティングの経済効果に関する研究は限定的であり、例外的に金・権（2015）、DeStefano 
et al. (2019)といった研究があるのみであり、更に企業の情報化に補完的な組織形態を考慮
に入れてその効果を分析した研究は筆者の知る限り他にない 2。 

                                                     
1 Van Ark（2016）は、企業によるクラウドコンピューティング、データ分析、その他の
情報サービスといった ITサービス購入へのシフトをNew Digital Economy と呼んでい
る。 
2 滝澤・宮川（2019）が本研究と同じデータを使用して、IT投資全体が雇用、生産性に与
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本稿の構成は以下の通りである。第２節では本研究に関連する既存研究を概観する。第 3
節では、「情報処理実態調査」を使用して日本企業の IT 化への取り組みの状況について述
べる。第 4 節では、クラウドコンピューティング、CIO の導入が生産性等の各種企業パフ
ォーマンスに与える影響に関して分析する。最終節では、本研究での分析結果をまとめたう
えで、政策インプリケーションについて議論する。 

 
2．クラウドコンピューティングの導入と貢献に関する先行研究 
 金・権（2015）の研究はクラウドコンピューティングの導入要因と、導入が企業の生産に
与える影響の分析を行っている。分析に使用したデータは、「情報処理実態調査」及び「企
業活動基本調査」であり、2つの調査にある企業情報をマッチングして、1995年から 2011
年（クラウドコンピューティング導入に関する分析は 2009 年から 2011 年）の期間におい
て分析を行っている。この分析結果から、規模が大きく、年齢が若く、研究開発集約度が高
く、子会社数（特に海外子会社）の多い企業でクラウドコンピューティングの導入が進んで
いること、クラウドコンピューティングが付加価値の増加に大きく貢献していることを見
出している。またクラウドコンピューティングの限界生産力は ITのハードウェアやソフト
ウェア、IT サービスに比して著しく大きく、その導入及び活用が非常に過少である可能性
が示唆される結果を得ている。 
 DeStefano et al. (2019) は、クラウドコンピューティングが企業の組織形態と成長に与え
る影響を英国の企業データを使用した分析である。特にクラウドコンピューティングの内
生性の問題に注意を払い、操作変数を使用して推計を行っている。推計には 2008年、2013
年、2015 年の英国企業レベルのデータを使用し、またクラウドコンピューティングの導入
の操作変数として企業別に異なるブロードバンド回線による通信速度を使用している。こ
れらのデータを使用して、クラウドコンピューティングが企業の雇用者数、労働生産性、事
業所数、事業所の配置、企業ごとの事業所の新設、廃止に与える影響について分析を行った。
その結果、企業年齢の低い企業は雇用者数や生産性を増加させる一方、企業年齢の高い企業
は、規模の増大や生産性の増加よりも、事業所の廃止や事業活動を移動させる等、事業の再
編によるコスト削減を計っていることを示唆する結果が得られた。 
 本研究の貢献は、以下の通りである。金・権（2015）は、2008 年から 2011 年の期間に
ついて分析しているが、分析期間が短期間であること、クラウドコンピューティングが急速
に普及した 2010 年代中頃の状況を反映していない問題がある 3。そこでデータを 2016 年
まで延長して分析を行った。加えて、DeStefano et al. (2019)と同様、内生性の問題に一定
の注意を払って分析した。また既存研究にはない IT 役員の有無つまり IT に対応した組織

                                                     
える効果を検証している。 
3 「情報処理実態調査」によると、調査対象企業のクラウドコンピューティングの利用率
は 2011年の 21.8％から 2016年の 59.3％と急拡大した（図 5参照）。 
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形態の差異に関する影響に関しても分析を行った点にある。 
 
3．日本経済における IT化への取り組みの状況 
3．1．日本経済における ITサービス化の進展 
 Van Ark（2016）が指摘する「日本経済でも IT投入のサービス化が進んでいるか。」の状
況を確認するために、ここからは経済における IT関連の投入を、自前の生産資源（情報関
連のハードウェアやソフトウェア）からくる IT資本サービスと、外部から購入することに
よって生産に投入される IT サービスを区別することにする。IT 資本サービスは自社所有
（リースなども含む）の IT関連のハードウェアやソフトウェアの資本財から生産への貢献
と捉えることができる。日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity 
Database 以下 JIP）など、多くの場合、資本サービスは資本のユーザーコストと比例する
と考えられるため、ここでも資本のユーザーコストによって測ることにする 4。JIP2018 年
版（以下 JIP2018）データベースから求められる、IT 資本による資本サービス額 5と、「情
報サービス業(インターネット付随サービス業)」から各産業への中間投入としての IT サー
ビス額の粗生産に占める割合の推移をまとめたのが図 1 である。1990 年代は自前の IT 資
本サービスの中でもハードウェアが 1.5％を占め、最も大きかった 6。ソフトウェアからの
資本サービスは売上の 0.5％程度（1996年）から 2000年代に入ると 1％まで上昇し、2007
年にはハードウェアの資本サービスを上回る。一方、情報サービス業からの購入である IT
サービスは徐々に増加し、2015 年にはソフトウェアからの資本サービスをわずかに上回る
ようになっている。このように、日本経済でも IT 投入のサービス化は着実に進んでいる。 
 
 図 1：IT資本サービス額、ITサービス額の粗生産との比率（1994年～2015 年、単位：％） 

                                                     
4 資本のユーザーコストは、 

投資財価格×（金利+資本の減価償却率－キャピタルゲイン）×実質資本ストック 
によって求めている。 
5 産業 iの t年の IT資産からの資本サービス（KS）は以下のように求めた。 

𝐾𝐾𝐾𝐾𝑖𝑖,𝑡𝑡𝐼𝐼𝐼𝐼 = � 𝑃𝑃𝑡𝑡𝑎𝑎
𝑎𝑎∈𝐼𝐼𝐼𝐼

𝐾𝐾𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑎𝑎  

ただし、𝑃𝑃𝑡𝑡𝑎𝑎は資本財 aの名目資本サービス価格、𝐾𝐾𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑎𝑎は産業 iの t年の資産 aの実質資本ス
トックを表している。名目資本サービス価格は上記の資本のユーザーコストと比例すると
考えられるため、資本のユーザーコストの計算式に沿って求めている。 
6 JIP2018 において、資本財の中、情報機器と通信機器を ITハードウェアにしている。 
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（資料）「JIP データベース 2018」より筆者作成 

 
 図 2は、図 1の分析を製造業と非製造業に分けた場合である。製造業では 1994 年 2％で
あったハードウェア資本サービスの割合が 2010 年代には 1％を下回り、ソフトウェア資本
サービスも 0.4％（1994年）から 0.1％（2015 年）を下回るまで低下している。その反面、
IT サービスは粗生産の 0.4％（1994 年）から 1.2％（2015 年）に上昇している。製造業に
おいては ITのサービス化が進化していることがわかる。 
製造業と対照的に、非製造業では ITのサービス化がそれほど進んでいない。粗生産に占

めるハードウェア資本サービスの割合は 1.5％（1994 年）から 2.2％（2015年）に増加して
おり、ソフトウェア資本サービスも 0.7％前後を推移している。一方、ITサービス額の粗生
産に占める割合は 0.4％前後で推移している。 
このように、製造業では ITのサービス化が進んでいる一方、非製造業はサービス化以前

のステップとして IT化進展の途中段階にあると考えられる。 
 

図 2：製造業、非製造業における IT資本サービス額、 
ITサービス額の粗生産に占める割合（1994 年～2015年、単位：％） 

（製造業）              （非製造業） 

 
（資料）「JIP データベース 2018」より筆者作成 

 



6 
 

3．2．日本企業による ITサービス化 
IT 投入のサービス化を企業レベルのデータを使用して確認する。本稿の分析で主に用い

る「情報処理実態調査」は、民間企業における情報処理の実態を把握するために経済産業省
が行っている調査で、調査対象企業の IT投入を詳細に調査している。その中で、IT関連費
用に関してはハードウェア、ソフトウェア、IT サービス、その他の費用に分けて調査して
いる 7。この情報によって、日本企業がどのように IT 投資を行ってきたかが確認できる。
図 3 は、「情報処理実態調査」の調査対象企業の IT投入別（ハードウェア、ソフトウェア、
IT サービス、その他）費用を合計し、対売上比率をまとめたものである。図 1 でも見たよ
うに、1990年代まではハードウェアが中心だったのが、2000 年代以降、ソフトウェアと IT
サービスが中心になってきたことがわかる 8。2000 年代半ば以降はソフトウェアと ITサー
ビス費用がそれぞれ IT 費用全体の 3 分の 1 程度で、ハードウェアのための費用は IT 費用
全体の 6 分の 1程度で推移している。 
 

図 3：種類別 IT費用の対売上比率（1995年～2016年、単位：％）9 

 
出典：「情報処理実態調査」より著者作成 

 
 しかし、図 3 の推移は経済全体の動きを示しているもので、個々の企業の動きはマクロ
の推移と異なる可能性がある。図 4 は、各企業の IT 費用全体における IT サービス費用の
割合の分布を、1995、2000、2005、2010、2015年でまとめたものである。1995年では IT

                                                     
7 「情報処理実態調査」では ITに対して「費用」と「支出」を区別しており、資本サービ
スのような概念の「費用」と購入などのための「支出」の両方が調査されている。本論文
では「費用」の概念で変数を作成している。詳しくは金・権（2015）を参照されたい。 
8 「その他」項目は主に IT要員の人件費である。 
9 2014 年は「情報処理実態調査」が実施されなかった。  
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サービス費用支出の割合が 10％未満の企業が極めて多かったものの、2015 年では 30％程
度を IT サービスに支出する企業も多くなっている。しかし、IT サービスへの支出が 10％
以下の企業も 40％程度いることから、ITのサービス化は平均的にすべての企業で行われて
いるわけではなく、一部の IT のサービス化に先進的な企業と、過去の IT システムにとど
まっている企業とに分かれているものと考えられる 10。 
 

図 4：ITサービス費用 / IT費用（企業） 

 
出典：「情報処理実態調査」より著者作成 

 
 企業の生産活動におけるハードウェアの貢献は 90 年代までで、2000 年代に入ってから
その貢献が大きく低下している。このことは、生産関数推計による検証でも確認でき、2000
年代以降はソフトウェアと ITサービスの貢献が中心となってきた 11。しかし、図 4のよう
に、いまだに多くの企業では IT のサービス化は進んでいない状況である。金・権（2015）
で指摘されているように、一部の日本企業では最適な IT投資が行われておらず、ITから十
分なリターンを得ていない可能性が示唆される。 
 

                                                     
10 ハードウェアにかかわる IT費用の割合の分布は補論 Jを参照されたい。 
11 詳しくは、補論 B を参照されたい。 
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3．3．日本企業によるクラウドコンピューティングと最高情報責任者の導入 
 図 4 で示しているように、IT に関しては多くの日本企業で IT のサービス化が遅れてい
るものと思われる。ここからは、近年の ITのサービス化の例としてクラウドコンピューテ
ィングに注目し、その導入を概観する。また、次節でその経済効果を検証することにする。 
「情報処理実態調査」における調査対象企業のクラウドコンピューティングの利用率（図

5）は、2008年の 6.6％から 2016年における 59.3％とその利用率が 8 年間において 52.7 ポ
イントと大きく上昇した。総務省「情報通信白書」で引用されている米国企業に対するクラ
ウドコンピューティング利用率をみると、2009 年から 2012 年の期間において 56.2％から
70.6％に推移しており、日本のクラウドコンピューティングの利用状況がまだ米国に比して
低いことがわかる。日本の 2016 年の利用率は、ようやく 2012 年の米国の中小企業の利用
率とほぼ同水準に達したところである。米国の大企業は 2012 年時点において既に 80％の
利用状況となっている。なお、DeStefano et al. (2019)において英国企業のクラウドコンピ
ューティングの導入状況を報告しており、2015 年時点において 50.9％と日本企業と同程度
の導入状況である。当該論文ではクラウドコンピューティングを更にそのサービス別に分
類しており、その内訳はデータサービスが 21.5％、電子メールサービスが 29.9％となって
いる。 
日本で主に導入されているクラウドファンディングサービスには、SaaS（Software as a 

Service）、PaaS（Platform as a Service）、IaaS（Infrastructure as a Service）の三つのカテゴ
リがある。その中でも SaaS が最も多く導入されており、直近の 2016 年では調査対象企業
全体の約 44％で SaaS が導入されている 12。 
 

図 5：日米企業によるクラウドコンピューティングの利用率 
（2008 年～2016 年、単位％） 

 

                                                     
12 詳しくは補論 Gを参照されたい。 
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（資料）「情報処理実態調査」、「情報通信白書」より筆者作成 
 
 
3．4．日本企業における最高情報責任者の導入 
 デジタル経済において IT投資が企業のパフォーマンスに貢献するうえで企業内外での情
報を統括する役員の存在は約 30 年前から注目されてきた（Stephens et al. 1992; Weill & 
Woerner, 2013; Ranganathan & Jha, 2008; Hu et al. 2014）。ここでは、企業の IT投資全般
の責任を負う最高情報責任者（Chief Information Officer、以下 CIO）制度の導入に注目し、
「情報処理実態調査」によって日本での導入状況などを概観する。当調査によれば、日本企
業において CIO の在籍企業の割合をみると（図 6）、専任 CIO の在籍する企業の割合は 5～
6％と極めて低く、また上昇傾向もみられない。多くの企業は兼任の CIO で対応しており、
2016年においては 40％の企業において兼任の CIOが在籍している。 

Ross & Weill (2002)でも指摘しているように、CIOが ITを企業のパフォーマンスにつな
げるうえで、企業全体の組織や戦略にかかわらなければならない。しかし、日本の企業にお
いては専任の CIO は極めて少なく、兼任の CIO が在籍している企業の割合も 40％程度に
過ぎない。日本企業において IT投資が企業パフォーマンスに十分につながらないと思われ
る理由の一つである可能性がある。 
 
 

図 6：専任、兼任別の最高情報責任者（CIO）の在籍企業割合 
（2005 年～2016 年、単位：％） 

 
（資料）「情報処理実態調査」より筆者作成 

 
 
3．5．クラウドコンピューティングの導入企業の特徴 
 「情報処理実態調査」を使用して、クラウドコンピューティングを導入している企業の特
徴を「情報処理実態調査」を「企業活動基本調査」とマッチングしたデータを使用して分析
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した 13。具体的には、被説明変数としてクラウドコンピューティングを導入している企業を
1，そうでない企業を 0 としたダミー変数を取り、その企業の規模の変数として従業員数、
生産性の指標の変数として TFP、その他の企業の属性の変数として企業年齢、中小企業ダ
ミー、企業に属する事業所数、海外事業所数を説明変数として、1997年から 2015 年のデー
タをプールして推計を行った。その結果、大企業ほど、生産性が高いほど、企業年齢が若い
ほど、子会社が多いほど、クラウドコンピューティングの導入確率が高まることがわかった。 
 

表 1：クラウドコンピューティングの導入企業の特徴 

 
 
 
4．クラウドコンピューティングや CIOの導入と企業パフォーマンス 
クラウドコンピューティングの導入は企業パフォーマンスにとってプラス、マイナスの

側面がある。一般的に ITサービスはその利用に応じて支払う（pay-as-you-go）方式である
ため、大型 IT 関連機器の導入や IT 専門要員の雇用等、固定的・大型投資が少なくすむた
め、中小企業や新しい製品・サービスなど、需要の予測が難しく、変動が大きい場合に柔軟
な対応が可能となる。そのため、新しい製品やサービスなどの開発への貢献が期待される
（Sultan, 2011）。また、急速に発展する IT技術を自前の技術者などでカバーする必要が少
なく、クラウドコンピューティングの利用によって最先端の ITサービスをビジネスに活用
できる利点もある。近年の製品のサービス化も伴い、デジタルの需要に柔軟に対応できるこ
とは企業の重要な比較優位の源泉になれる。しかし、Resource-based-viewからすれば、IT

                                                     
13 マッチングとデータの作成に関しては補論 C を参照されたい。 
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投資による企業パフォーマンスの改善効果（学習効果）を犠牲にする可能性もある（Mithas 
et al. 2012）。 
近年の ITサービスの代表的な例であるクラウドコンピューティングの導入が企業のパフ

ォーマンスに貢献するか、その度合いについて、十分な研究が行われていない。ここでは、
「情報処理実態調査」を「企業活動基本調査」とマッチングしたデータを使用することによ
って、企業パフォーマンスへの影響を検証する。 
表 2 は「企業活動基本調査」から作成した企業の労働生産性を、「情報処理実態調査」の

クラウドコンピューティング導入や CIO の導入との関係を分析した結果である。労働生産
性に影響すると考えられる労働資本比率や IT に従事する従業者の割合、IT ハードウェア
費用、ITソフトウェア費用、ITサービスの対付加価値比率などをコントロール変数として
加えている。労働者一人当たりの資本が多いほど、IT に従事する従業者の数が多いほど、
IT ソフトウェアと IT サービス投入が多いほど、労働生産性は高い。なお、IT ハードウェ
アの投入はマイナスで有意な結果が得られた。この結果から IT 資本から、IT ソフトウェ
ア、ITサービスにシフトすることによって労働生産性を高めているものと推察される。 
 

表 2 クラウドコンピューティング、CIOと企業の労働生産性 

 
 

表 3 では、CIO、クラウドコンピューティングと TFPの関係を検証している。結果は労
働生産性の結果とほぼ同じで、IT従業者が多いほど、ソフトウェアと ITサービス投入が多
いほど、ハードウェア投入が少ないほど、TFP は高い。加えて、CIO とクラウドコンピュ

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
L+S Large SMEs L+S Large SMEs
lnLP lnLP lnLP lnLP lnLP lnLP

ln(K/L) 0.126*** 0.125*** 0.0984*** 0.141*** 0.139*** 0.121***
[0.00270] [0.00345] [0.00435] [0.00325] [0.00406] [0.00551]

LIT/L 0.316*** 0.269*** 0.590*** 0.331*** 0.287*** 0.659***
[0.0372] [0.0403] [0.0935] [0.0404] [0.0427] [0.119]

ITcost(hardware)/VA -4.509*** -4.373*** -4.559*** -4.659*** -4.450*** -4.834***
[0.310] [0.388] [0.498] [0.384] [0.475] [0.633]

ITcost(software)/VA 1.926*** 1.190*** 0.464 2.033*** 1.685*** 0.775
[0.374] [0.442] [0.679] [0.448] [0.546] [0.777]

ITcost(service)/VA 2.883*** 1.951*** 1.629** 2.183*** 1.821*** 0.139
[0.326] [0.362] [0.732] [0.403] [0.457] [0.853]

CIO 0.0656*** 0.0538*** 0.0360*** 0.0586*** 0.0524*** 0.0301***
[0.00353] [0.00471] [0.00524] [0.00416] [0.00553] [0.00626]

Cloud 0.0735*** 0.0438*** 0.0693***
[0.0102] [0.0131] [0.0157]

Obs. 23,200 12,782 10,418 16,018 8,983 7,035
Adj. R2 0.332 0.427 0.167 0.349 0.431 0.191
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ーティングが導入されるほど、生産性は高い。 
 

表 3 クラウドコンピューティング、CIOと企業の TFP 

 

 
 表 2と表 3 の結果は、日本企業のクラウドコンピューティングと CIO の導入が企業パ

フォーマンスに重要な貢献をする可能性を示唆している。しかし、両分析はOLS による分
析であり、クラウドコンピューティングや CIO の導入が持つ内生性はコントロールされて
いない。パフォーマンスの高い企業がクラウドコンピューティングを導入する可能性（逆の
因果関係）も否定できない。その問題に対処するため、以下では、パネルデータによる分析
を行う。 
 
 
4．1．クラウドコンピューティングの導入と企業パフォーマンス 
表 2 と表 3 の結果はプールされたサンプルによる推計結果であり、クラウドコンピュー

ティングと CIO の導入が生産性に与える効果の因果関係を検証したものではない。以下で
は、この問題に対して、固定効果推計によって内生性のもたらす問題を緩和したうえで、検
証を行う。具体的には、以下のモデルによって推計する。 
 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + ��𝛽𝛽𝑗𝑗,𝑡𝑡𝐷𝐷𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝑗𝑗𝑡𝑡

+ 𝛽𝛽𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 ln𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑡𝑡 

+𝛾𝛾𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖
𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 + 𝛾𝛾𝐼𝐼 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐶𝐶𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡     (1) 

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
L+S Large SMEs L+S Large SMEs

lnTFP lnTFP lnTFP lnTFP lnTFP lnTFP

LIT/L 0.123*** 0.116*** 0.164*** 0.126*** 0.117*** 0.178***
[0.0140] [0.0152] [0.0348] [0.0159] [0.0172] [0.0399]

ITcost(hardware)/VA -0.925*** -0.793*** -1.082*** -1.022*** -0.908*** -1.127***
[0.103] [0.143] [0.141] [0.125] [0.173] [0.170]

ITcost(software)/VA 0.556*** 0.370*** 0.321 0.718*** 0.638*** 0.402*
[0.118] [0.143] [0.195] [0.131] [0.160] [0.225]

ITcost(service)/VA 0.728*** 0.473*** 0.548*** 0.641*** 0.503*** 0.244
[0.109] [0.126] [0.194] [0.123] [0.147] [0.213]

CIO 0.0178*** 0.0146*** 0.0131*** 0.0172*** 0.0151*** 0.0122***
[0.00120] [0.00174] [0.00162] [0.00140] [0.00201] [0.00193]

Cloud 0.0185*** 0.0118*** 0.0159***
[0.00334] [0.00442] [0.00498]

Obs. 23,925 13,275 10,650 16,406 9,261 7,145
Adj. R2 0.352 0.356 0.378 0.374 0.364 0.418
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ただし、𝐷𝐷𝑖𝑖

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶は、本来から生産性の高い企業がクラウドコンピューティング
を導入する可能性をとらえるために、データの中で一度でもクラウドコンピューティング
を導入したことのある企業に対して 1 をとるダミー変数である。それに対して
𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶は、クラウドコンピューティングを導入した年に 1 を取り、導入していな

いときに 0 をとるダミー変数で、クラウドコンピューティング導入の効果（𝛾𝛾𝐼𝐼 ）を測るこ
とになる。𝐷𝐷𝑗𝑗,𝑡𝑡は j 産業 t 年で 1 をとるダミー変数で、産業の特徴や年ごとの動きをコント
ロールするためのものである。企業の成長が Gibrat の法則に従うとすれば、成長率はラン
ダムに決まり、企業パフォーマンスは当該企業の年齢𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖と密接な関係を持つ（Klette & 
Korum, 2004）。一般的に企業設立当初は成長率が高く、その後に成長率が低下していくこ
とを考慮して企業年齢は対数を用いている。 
また、企業固定効果の𝛼𝛼𝑖𝑖とクラウドコンピューティング、CIO の導入などの間には相関

がある可能性が高い。このような内生性があるために、OLS では一致推定量を得ることが
できないので、ここではHausman-Taylor推計（HT）を行う。HT推計では、𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶

のように時間によって変動する変数の係数（𝛾𝛾𝐼𝐼 ）をまず固定効果推計で求める。第二段階で
は、時間固定的な変数（𝛼𝛼𝑖𝑖や𝐷𝐷𝑖𝑖

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶）の中で、𝐷𝐷𝑖𝑖
𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶を内生変数と

して、外生的な時間変動変数（企業年齢や産業毎の年ダミー、設立年ダミーなど）の平均値
を操作変数とし推計する 14。 
（1）式がパネル分析で推計されるためには、クラウドコンピューティンの導入に企業内

での変動が必要である。図 7 はクラウドコンピューティンに関する調査の対象になった企
業が、クラウドファンディングに関して初めて調査されたときと最後に調査された時点に
おいて 15、クラウドコンピューティンを導入しているかをまとめたものである。最初の調査
時点で導入をしている多くの企業が最後まで導入しているが、途中で導入する企業や途中
でサービスをやめる企業もあることが確認できる。また、図には表れてないが、データ期間
中にサービスの導入と中止を繰り返す企業も存在する。 
 

図 7 クラウドコンピューティン導入の変化 

                                                     
14 Hausman-Taylor 推計の概要は補論 I で紹介されている。 
15 「情報処理実態調査」はサンプル調査であるため、企業によって調査される時期や回数
などが異なる。 
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出典：「企業活動基本調査」と「情報処理実態調査」より著者作成 

 
表 4 は HT 推計の結果である。クラウドコンピューティングを導入する企業は、生産性

が高く、売上、従業員数など、すべての面でパフォーマンスが高いことがわかる。企業固定
効果をコントロールしても、モデル（1）と（2）で見るように、クラウドコンピューティン
グの導入は企業の生産性向上に関係することが確認できる。また、モデル（3）～（7）を見
ると、生産性向上の源泉は主に売り上げの拡大にあることがわかる。クラウドコンピューテ
ィングを導入することによって、売上は約 1.9％増加する一方で、中間投入は 1.7％増加に
留まり、労働と資本は有意に増加しないため、結果的に生産性が高まる。ただし、ここでの
売上の増加が単価の上昇によるものか、販売量の増加によるものかは判断できない。 
表４のモデル（8）を見ると、クラウドコンピューティングの導入は企業の海外展開にプ

ラスの影響があることがわかる。これは、クラウドコンピューティングの導入が柔軟な IT
投資を可能にし、事業の海外展開にプラスに寄与したことを示唆する。その結果、国内生産
が高付加価値品（単価の高いもの）にシフトした可能性も考えられる。 
また、表 4の推計では企業規模をコントロールしていないが、1 期前の従業員数をコント

ロール変数として企業規模をコントロールしても同様な結果が得られる（補論 D）。 
 

表 4 クラウドコンピューティングと企業パフォーマンス（HT） 
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 クラウドコンピューティングの導入が企業活動にどのような貢献をするかを確認するた
めに、表 5 では企業パフォーマンスに関する様々な変数をクラウドコンピューティングの
導入に回帰させる推計を行った 16。表 4 とで確認された売り上げの増加は、表 5 のモデル
（1）～（3）によれば、企業の製品の多角化によるものではない。モデル（4）と（5）を見
ると、主産業でも売り上げは増える（約 1.6％）が主産業以外での売上も増加している（約
5.5％）。 
また、モデル（7）によれば、企業の保有特許件数も増加している。柔軟な IT投入によっ

て、情報交換がスムーズになり、イノベーションパフォーマンスに貢献した結果かもしれな
い。一方、モデル（8）のように、R&D が活発な企業がクラウドコンピューティングを導入
するものの、クラウドコンピューティングの導入によって R&D支出が増加することは確認
できないことから、イノベーション活動が効率化しているものと示唆される。 

 
表 5 クラウドコンピューティングと企業の詳細パフォーマンス（HT） 

                                                     
16 ただし、多角化などを検証するため、表 6 では、セグメントを三つ以上持っている企業
に限った分析をしている。 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
lnTFP×100 lnY lnL lnK lnM ln(export) ln(#affil.) ln(#affil.os)

ln(Age) 0.243 0.195*** 0.0981*** 0.863*** 0.261*** 0.684*** 0.448*** 0.209***
[0.424] [0.0274] [0.0209] [0.0473] [0.0319] [0.0699] [0.0243] [0.0193]

Dcloud 3.752** 1.435*** 1.166*** 1.439*** 1.367*** 1.035*** 0.720*** 0.444***
[1.471] [0.118] [0.0944] [0.166] [0.127] [0.251] [0.0926] [0.0745]

Icloud 0.521** 0.0185*** 0.00445 -0.0324 0.0167** 0.0187 -0.000709 0.0147***
[0.236] [0.00576] [0.00406] [0.0212] [0.00754] [0.0273] [0.00675] [0.00510]

Obs. 16,777 17,419 17,421 17,317 17,053 17,421 17,421 17,421
ρ 0.89 0.99 0.992 0.93 0.985 0.949 0.978 0.98
χ2 5,620 4,196 614 2,594 4,781 1,157 886 1,026

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcloud  is a variable which takes 1 if a firm introduce cloud computing service at any time in the data set and 0
otherwise. Icloud  is a variable which takes 1 if a firm introduce cloud computing sertice at t  and 0 otherwise.
#affil.  is the number of affiliates. #affil. os  is the numer of affiliates overseas. Standard errors in brackets. Y, L,
K, and M  mean gross output, number of employee, estimated tangible fixed capital (land excluded), and
intermediate input, respectively.  * p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01.
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4．2．CIOの導入と企業パフォーマンス 

CIO は日本企業のパフォーマンスに貢献するのであろうか。CIO の役割に関する多くの
研究が蓄積されている欧米に比べ、日本企業の CIO に関する研究は少ない。表 6 は、クラ
ウドコンピューティグに関する前節の推計と同様のパネルデータにより CIO の導入に関し
て推計を行った結果である。まず CIO を導入する企業の固定効果（Dcioの係数）を見ると、
生産性が高く、大企業で、輸出と海外展開を積極的に行っている企業である。そのような企
業が CIOを導入すると売上が拡大する（モデル 2）。しかし、資本や労働、中間投入もそれ
に合わせて拡大する（モデル 3～5）ため、全体的な生産性には有意な変化がない（モデル
1）。 

 
表 6 CIO と企業パフォーマンス 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
ln(#prod.) ln(HHI_prod) ln(SD_prod) ln(Salesmain biz.) ln(Salesother biz.) Main biz. ln(#patent) ln(R&D)

ln(Age) 0.127*** -0.0139*** -0.00659* 0.358*** 0.643*** -0.00125 0.699*** 1.204***
[0.0220] [0.00473] [0.00345] [0.0561] [0.0864] [0.00427] [0.0836] [0.139]

Dcloud -0.128*** 0.0218** 0.0106 1.305*** 0.911*** 0.00653 0.867*** 1.399***
[0.0490] [0.0106] [0.00763] [0.167] [0.196] [0.0110] [0.241] [0.375]

Icloud -0.00544 -0.00156 -0.00124 0.0155** 0.0547*** -0.00171 0.0298** 0.00454
[0.00599] [0.00213] [0.00143] [0.00785] [0.0206] [0.00330] [0.0120] [0.0217]

Obs. 9,063 9,063 9,063 9,063 9,063 9,063 9,063 9,063
ρ 0.932 0.788 0.82 0.992 0.952 0.466 0.99 0.987
χ2 584 6,208 6,575 3,299 4,176 9,297 649 492

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcloud  is a variable which takes 1 if a firm introduce cloud computing service at any time in the data set and 0
otherwise. Icloud  is a variable which takes 1 if a firm introduce cloud computing sertice at t  and 0
otherwise.#prod  is the number of the segment in which the firm is active. HHI_prod  is the HHindex.
Sales main biz.  is the sales of the largest segment of the firm in terms the value of sales. Sales other biz.  is the
sales of the largest segment of the firm in terms the value of sales.  Main biz.  is the ratio of the sales of the
largest segment over the total sales. R&D  is the nominal R&D expenditure of the firm. * p<0.10, ** p<0.05, and
*** p<0.01.
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 Weill & Woerner (2013)によれば、CIOはそのタイプによって企業のパフォーマンスに対
する貢献が異なり、もっぱら IT サービスに従事する CIO の場合は売上の拡大には貢献す
るものの、全体的なリターンは悪化する可能性がある。一方、CIO が企業内組織全体や企
業外との関係にまでかかわっている場合、企業の収益は向上し、イノベーションが促進され
る。 
表 7 は、CIO の導入が企業の様々なパフォーマンスにどのようにかかわるかを見たもの

である（HT推計）。CIOの導入は製品の数を減らし（モデル 1）、事業のポートフォリオを
より集中させる（モデル 2 と 3）。モデル（4）で見るように、CIO の導入は主産業の売上の
拡大には有意につながっているものの、主産業でないセグメントでは有意な変化をもたら
さない（モデル 5）。そのため、メインビジネスの割合は増加する（モデル 6）。 
一方、特徴的なのは CIO の導入は、企業の保有特許件数を増加させることである。CIO

を導入する企業は平均 1 件の特許が増加する（𝑒𝑒0.0333 ≈ 1）。これは企業内の情報管理の一
元化によって、知的財産の保護・管理がよりスムーズになった結果であるものと考えられる。 
 

表 7 CIO と企業の詳細パフォーマンス（HT） 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
lnTFP×100 lnY lnL lnK lnM ln(export) ln(#affil.) ln(#affil.os)

ln(Age) 0.98 0.0911*** 0.137*** 0.449*** 0.0438 0.423*** 0.0268 -0.021
[1.195] [0.0290] [0.0223] [0.126] [0.0383] [0.141] [0.0364] [0.0264]

Dcio 11.03*** 1.736*** 0.965*** 1.743*** 1.814*** 1.826*** 0.800*** 0.621***
[2.125] [0.136] [0.100] [0.174] [0.147] [0.307] [0.0906] [0.0796]

Icio -0.154 0.0127*** 0.00655* 0.0285 0.0177*** 0.00331 0.000796 -0.00356
[0.185] [0.00446] [0.00342] [0.0199] [0.00587] [0.0218] [0.00564] [0.00407]

Obs. 24,477 25,431 25,433 25,300 24,913 25,433 25,433 25,433
ρ 0.94 0.992 0.991 0.898 0.988 0.961 0.97 0.98
χ2 6,325 7,794 1,135 3,336 8,676 1,187 1,920 1,807

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcio  is a variable which takes 1 if a firm introduces CIO at any time in the data set and 0 otherwise. Icio is a
variable which takes 1 if a firm introduce CIO at t and 0 otherwise. #affil.  is the number of affiliates. #affil. os  is
the numer of affiliates overseas. Standard errors in brackets. Y, L, K, and M  mean gross output, number of
employee, estimated tangible fixed capital (land excluded), and intermediate input, respectively.   * p<0.10, **
p<0.05, *** p<0.01.



18 
 

 
  

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
ln(#prod.) ln(HHI_prod) ln(SD_prod) ln(Salesmain biz.) ln(Salesother biz.) Main biz. ln(#patent) ln(R&D)

ln(Age) -0.00877 -0.0185 -0.0231** 0.128** 0.0518 -0.0151 0.227* 0.283**
[0.0275] [0.0130] [0.00994] [0.0553] [0.131] [0.0232] [0.119] [0.131]

Dcio 0.144*** -0.0147 -0.0104 2.028*** 1.984*** -0.00983 1.998*** 2.624***
[0.0262] [0.00915] [0.00702] [0.212] [0.208] [0.0120] [0.272] [0.374]

Icio -0.00548* 0.00298* 0.00263** 0.0168** -0.0172 0.00545* 0.0333** 0.0164
[0.00333] [0.00157] [0.00121] [0.00664] [0.0158] [0.00283] [0.0143] [0.0157]

Obs. 12,241 12,241 12,241 12,241 12,241 12,241 12,241 12,241
ρ 0.896 0.81 0.81 0.994 0.964 0.648 0.983 0.989
χ2 1,812 12,450 10,303 6,471 7,001 12,838 1,164 1,016

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcio  is a variable which takes 1 if a firm introduces CIO at any time in the data set and 0 otherwise. Ifullcio is
a variable which takes 1 if a firm introduce full-time CIO at t and 0 otherwise. Icocio is a variable which takes 1
if a firm introduce concurrent CIO at t and 0 otherwise. HHI_prod is the HHindex.  Sales main biz.  is the sales of
the largest segment of the firm in terms the value of sales. Sales other biz . is the sales of the largest segment of
the firm in terms the value of sales.  Main biz. is the ratio of the sales of the largest segment over the total
sales. R&D is the nominal R&D expenditure of the firm. * p<0.10, ** p<0.05, and *** p<0.01.
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5 まとめ 
近年の日本企業による IT 化は、ハードウェアやソフトウェア、自社の IT 要員など、自

前で蓄積された IT 資産を活用することから、クラウドコンピューティングなどの利用をは
じめとする、様々な IT サービスの購入と利用へとシフトしている。 
本稿ではまず、IT サービスの代表的なものとしてクラウドコンピューティング導入に注

目した。「情報処理実態調査」によれば、日本でもクラウドコンピューティング導入企業の
割合が 2009 年 10％から 2016 年 60％まで上昇しており、米国よりは遅い（2010 年で導入
率がすでに 60％を超える）ものの、日本企業にも定着してきたものと思われる。 
しかし、Van Ark（2016）は、このような企業の IT資産への投資から ITサービス購入へ

のシフトは米国、英国、独国の企業においても観察される一方で、IT サービスの購入の増
が必ずしも企業の生産性の向上に結びついていないこと、したがって生産性の成長の面で
は ITはまだ「設置段階」であるものと指摘している。 
本研究では経済産業省による「情報処理実態調査」と「企業活動基本調査」の個票データ

をマッチングし、クラウドコンピューティングの導入が企業の生産性、売上、従業員数、事
業所数等のパフォーマンスに与える効果を分析した。企業固定効果をコントロールしても、
クラウドコンピューティング導入は企業の生産性を高め、売上を伸ばし、企業の海外展開を
加速させる。売上は主産業でも伸びるが、主産業でないところでの売上が大きく増加する。
また、R&D 支出は増えないが特許保有件数は増加する。 
次に、日本企業で導入が遅れている制度の一つとして CIO の導入効果も検証した。CIO の
導入は売上の増加（企業の成長）には正の影響を持つが、生産性には有意な影響が確認され
ない。また CIO の導入は主産業の売上を増加させ、事業の集約化を促進する。クラウドコ
ンピューティング導入の効果と同様、CIO導入は R&D支出は増加させないが、特許保有件
数を増加させる。クラウドコンピューティングの導入は新事業の拡大と関連し、CIO は既
存事業の効率化と関連する可能性が高い。このように、クラウドコンピューティングと CIO
の導入はイノベーション活動の効率化に貢献することが示唆される結果が得られた。 
本研究は、日本企業のクラウドコンピューティングと CIO の導入の経済的効果を検証し

た数少ない研究の一つであり、ITの導入に積極的でない日本企業の生産性の長期低迷の謎
を解く一つのヒントを与えると考えられる一方、制約もある。企業におけるクラウドコン
ピューティング導入や CIOという制度の導入には強い内生性があるとされる。そもそも生
産性が高く、生産ネットワークが広範に広がっている大企業ほどクラウドコンピューティ
ング導入に積極的で、CIOも必要であることと、生産ネットワークの刷新を必要とする新
しい製品・サービスの導入をもたらす何らかの企業個別の観察されないショックによって
クラウドコンピューティングと CIO制度が導入されることの両方が考えられる。本稿では
企業固定効果による内生性に関しては一定程度コントロールしているものの、後者の内生
性は十分にコントロールできていないことは、今後の課題である。また、CIOに関して
は、CIOの業務内容や背景、権限や役割などに関しては十分に考慮されておらず、Mithas 
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et al. (2012)のような分析には至っていない。 
クラウドコンピューティングと CIO は、企業の規模に関係なく生産性や企業の成長、イ

ノベーションなどを向上させる効果が観察される一方、多くの日本企業で導入が遅れてい
る。日本企業の生産性の改善は重要な課題であり、経営者の IT活用の理解度を深め、組織
を改革するための政策支援を検討することが求められる。 
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補論 B 生産関数推計によるハードウェア、ソフトウェア、ITサービスの貢献の検証 
 

表 B-1 生産関数推計による IT投入別生産への寄与 

 
 

  

(1) (2) (1) (2)
lnVA lnVA lnVA lnVA

lnL 0.841*** lnL 0.820***
[0.00410] [0.00430]

lnL(IT) 0.0996*** lnL(IT) 0.0919***
[0.00330] [0.00335]

lnL(nonIT) 0.766*** lnL(nonIT) 0.749***
[0.00465] [0.00481]

lnK(nonIT) 0.149*** 0.155*** lnKS(nonIT) 0.172*** 0.179***
[0.00267] [0.00273] [0.00290] [0.00295]

lnIT(hardware) 0.0032 0.002 lnIT(KS, hardware) 0.0115*** 0.0106***
[0.00204] [0.00208] [0.00253] [0.00259]

lnIT(software) 0.0325*** 0.0331*** lnIT(KS, software) 0.0389*** 0.0394***
[0.00176] [0.00180] [0.00219] [0.00225]

lnIT(service) 0.0365*** 0.0392*** lnIT(service) 0.0290*** 0.0312***
[0.00200] [0.00207] [0.00207] [0.00213]

Obs. 41,702 41,702 Obs. 39,978 39,978
Adj. R2 0.879 0.872 Adj. R2 0.884 0.877

Sum of Coef. 1.062 1.095 Sum of Coef. 1.071 1.101
Note. KS  is the capital service. Standard
errors in brackets. * p<0.10, ** p<0.05, ***
p<0.01

Note. Standard errors in brackets. *
p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01
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表 B-2 IT投入と期間別生産関数推計 

 
  

(2) (3) (4) (2) (3) (4)
lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA

1997-2002 2003-2008 2009-2015 1997-2002 2003-2008 2009-2015

lnL(IT) 0.0499*** 0.0996*** 0.124*** lnL(IT) 0.0422*** 0.0917*** 0.118***
[0.00554] [0.00561] [0.00533] [0.00539] [0.00578] [0.00542]

lnL(nonIT) 0.732*** 0.795*** 0.751*** lnL(nonIT) 0.713*** 0.777*** 0.739***
[0.0100] [0.00792] [0.00671] [0.0103] [0.00838] [0.00680]

lnK(nonIT) 0.171*** 0.129*** 0.169*** lnKS(nonIT) 0.195*** 0.157*** 0.186***
[0.00600] [0.00428] [0.00407] [0.00596] [0.00497] [0.00426]

lnIT(hardware) 0.0313*** -0.00273 0.000834 lnIT(KS, hardware) 0.0486*** 0.00247 0.0101***
[0.00470] [0.00377] [0.00300] [0.00556] [0.00467] [0.00382]

lnIT(software) 0.0326*** 0.0394*** 0.0276*** lnIT(KS, software) 0.0374*** 0.0449*** 0.0352***
[0.00302] [0.00336] [0.00280] [0.00365] [0.00425] [0.00353]

lnIT(service) 0.0423*** 0.0459*** 0.0296*** lnIT(service) 0.0320*** 0.0391*** 0.0220***
[0.00327] [0.00382] [0.00340] [0.00328] [0.00399] [0.00347]

Obs. 11,985 15,164 14,553 Obs. 11,480 14,357 14,141
Adj. R2 0.902 0.869 0.862 Adj. R2 0.908 0.874 0.868

Sum of Coef. 1.059 1.106 1.102 Sum of Coef. 1.068 1.112 1.110
Note. KS  is the capital service. Standard errors in
brackets. * p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01

Note. Standard errors in brackets. * p<0.10, **
p<0.05, *** p<0.01
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表 B-3-a 規模別期間別生産関数推計（資本ストック） 

 
 

表 B-3-b 規模別期間別生産関数推計（資本サービス） 

 
  

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA

1997-2015 1997-2002 2003-2008 2009-2015 1997-2015 1997-2002 2003-2008 2009-2015

lnL(IT) 0.0984*** 0.0509*** 0.0926*** 0.127*** 0.0687*** 0.0327*** 0.0863*** 0.0676***
[0.00379] [0.00668] [0.00638] [0.00609] [0.00591] [0.00859] [0.0106] [0.00957]

lnL(nonIT) 0.715*** 0.689*** 0.739*** 0.705*** 0.802*** 0.744*** 0.812*** 0.812***
[0.00583] [0.0137] [0.0102] [0.00796] [0.00755] [0.0132] [0.0127] [0.0128]

lnK(nonIT) 0.170*** 0.198*** 0.153*** 0.165*** 0.105*** 0.121*** 0.0730*** 0.144***
[0.00363] [0.00877] [0.00605] [0.00496] [0.00385] [0.00734] [0.00525] [0.00739]

lnIT(hardware) -0.00469* 0.0159*** -0.0111** -0.00297 0.0117*** 0.0477*** 0.0132** 0.00359
[0.00256] [0.00596] [0.00462] [0.00369] [0.00341] [0.00695] [0.00595] [0.00500]

lnIT(software) 0.0287*** 0.0309*** 0.0318*** 0.0247*** 0.0368*** 0.0334*** 0.0480*** 0.0283***
[0.00220] [0.00378] [0.00423] [0.00333] [0.00299] [0.00488] [0.00512] [0.00509]

lnIT(service) 0.0385*** 0.0412*** 0.0437*** 0.0303*** 0.0450*** 0.0460*** 0.0614*** 0.0308***
[0.00239] [0.00379] [0.00442] [0.00385] [0.00433] [0.00689] [0.00765] [0.00713]

Obs. 23,273 6,654 8,279 8,340 18,429 5,331 6,885 6,213
Adj. R2 0.864 0.889 0.858 0.862 0.695 0.748 0.677 0.709

Sum of Coef. 1.046 1.026 1.049 1.049 1.069 1.025 1.094 1.086
Note. Standard errors in brackets. * p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01

Large firms SMEs

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA lnVA

1997-2015 1997-2002 2003-2008 2009-2015 1997-2015 1997-2002 2003-2008 2009-2015

lnL(IT) 0.0920*** 0.0431*** 0.0868*** 0.122*** 0.0623*** 0.0292*** 0.0762*** 0.0641***
[0.00388] [0.00647] [0.00662] [0.00623] [0.00596] [0.00885] [0.0109] [0.00959]

lnL(nonIT) 0.704*** 0.678*** 0.725*** 0.696*** 0.782*** 0.720*** 0.796*** 0.798***
[0.00604] [0.0141] [0.0107] [0.00813] [0.00772] [0.0135] [0.0132] [0.0127]

lnKS(nonIT) 0.190*** 0.213*** 0.176*** 0.183*** 0.134*** 0.153*** 0.102*** 0.160***
[0.00393] [0.00865] [0.00692] [0.00525] [0.00418] [0.00732] [0.00608] [0.00766]

lnIT(KS, hardware) 0.0025 0.0313*** -0.00606 0.00493 0.0224*** 0.0717*** 0.0188** 0.0142**
[0.00310] [0.00675] [0.00553] [0.00459] [0.00453] [0.00897] [0.00791] [0.00670]

lnIT(KS, software) 0.0334*** 0.0355*** 0.0352*** 0.0299*** 0.0519*** 0.0445*** 0.0655*** 0.0447***
[0.00264] [0.00433] [0.00508] [0.00408] [0.00414] [0.00672] [0.00727] [0.00692]

lnIT(service) 0.0317*** 0.0323*** 0.0377*** 0.0239*** 0.0381*** 0.0388*** 0.0565*** 0.0234***
[0.00245] [0.00377] [0.00458] [0.00393] [0.00440] [0.00697] [0.00795] [0.00712]

Obs. 22,211 6,388 7,795 8,028 17,767 5,092 6,562 6,113
Adj. R2 0.868 0.893 0.862 0.867 0.706 0.760 0.687 0.717

Sum of Coef. 1.054 1.033 1.055 1.060 1.091 1.057 1.115 1.104
Note. KS  is the capital service. Standard errors in brackets. * p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01

Large firms SMEs
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補論 C 「企業活動基本調査」と「情報処理実態調査」のマッチングとデータの作成 
(1) 「企業活動基本調査」と「情報処理実態調査」のマッチング 
両データは企業名と住所、電話番号によってマッチングした。マッチングされ、分析に用い
られているサンプルは以下のとおりである。2015 年（2014 年実績）では情報処理実態調査
が行われなかったため、サンプルから外している。 
 

表 C-1 「企業活動基本調査」と「情報処理実態調査」のマッチング 

 
 
(2)  データの作成 
企業の投入と産出の実質化は JIP2018 のデータを用いた。資本に関しては「法人企業統計
調査」の産業別データによって求められた、資本の時価簿価比率も用いて、実質化している。 
 
  

年 サンプル数
1997 1,069
1998 1,046
1999 1,079
2000 2,850
2001 3,819
2002 3,254
2003 3,044
2004 3,391
2005 1,920
2006 2,744
2007 3,133
2008 3,315
2009 3,467
2010 3,397
2011 3,614
2012 2,577
2013 2,764
2015 1,045
合計 47,528
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(3) デフレーター 
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補論 D クラウドコンピューティングと企業パフォーマンス② 
（HT推計、1 期前の従業員数を加えた場合） 

 
表 D-1 クラウドコンピューティングと企業パフォーマンス②（HT） 

 
 
  

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
lnTFP×100 lnY lnL lnK lnM ln(export) ln(#affil.) ln(#affil.os)

ln(Age) 0.273 0.0756** 0.0743*** 0.752*** 0.125*** 0.627*** 0.321*** 0.143***
[0.447] [0.0311] [0.0218] [0.0544] [0.0376] [0.0774] [0.0301] [0.0220]

ln(EMPt -1) -1.405*** 0.329*** 0.365*** 0.653*** 0.343*** 0.367*** 0.105*** 0.108***
[0.256] [0.0101] [0.00677] [0.0274] [0.0130] [0.0383] [0.0114] [0.00861]

Dcloud 8.581*** 2.901*** 2.335*** 1.602*** 2.823*** 1.735*** 1.755*** 0.992***
[1.596] [0.142] [0.109] [0.189] [0.153] [0.271] [0.114] [0.0819]

Icloud 0.526** 0.0162*** 0.0036 -0.0321 0.0128* 0.023 0.000355 0.0159***
[0.235] [0.00522] [0.00345] [0.0197] [0.00687] [0.0265] [0.00631] [0.00484]

Obs. 16,435 17,052 17,054 16,955 16,703 17,054 17,054 17,054
ρ 0.901 0.996 0.997 0.956 0.994 0.962 0.99 0.988
χ2 5,451 6,676 4,638 3,591 6,729 1,185 1,030 1,390

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcloud  is a variable which takes 1 if a firm introduce cloud computing service at any time in the data set and 0
otherwise. Icloud  is a variable which takes 1 if a firm introduce cloud computing sertice at t  and 0 otherwise.
#affil.  is the number of affiliates. #affil. os  is the numer of affiliates overseas. Standard errors in brackets. Y,
VA, L, K, and M  mean gross output, value-added, number of employee, estimated tangible fixed capital (land
excluded), and intermediate input, respectively.  * p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01.
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補論 E CIOと企業規模全体のパフォーマンス 
（1）（HT推計、専任（Ifullcio）と兼任（Icocio）を分けた場合） 

 
  

(1) (3) (5) (6) (7) (8) (9) (10)
lnTFP×100 lnY lnL lnK lnM ln(export) ln(#affil.) ln(#affil.os)

ln(Age) 0.983 0.0908*** 0.137*** 0.450*** 0.0431 0.425*** 0.0265 -0.0218
[1.195] [0.0290] [0.0223] [0.126] [0.0383] [0.141] [0.0364] [0.0264]

Dcio 11.02*** 1.736*** 0.965*** 1.743*** 1.814*** 1.826*** 0.800*** 0.621***
[2.121] [0.136] [0.100] [0.174] [0.147] [0.307] [0.0905] [0.0797]

Ifullcio 0.0291 0.00688 0.0151** 0.0555 0.00539 0.0407 -0.004 -0.0210**
[0.389] [0.00935] [0.00718] [0.0417] [0.0123] [0.0458] [0.0118] [0.00852]

Icocio -0.178 0.0135*** 0.00547 0.025 0.0192*** -0.00143 0.00141 -0.00135
[0.190] [0.00458] [0.00352] [0.0204] [0.00603] [0.0224] [0.00579] [0.00418]

Obs. 24,477 25,431 25,433 25,300 24,913 25,433 25,433 25,433
ρ 0.94 0.992 0.991 0.898 0.988 0.961 0.97 0.98
χ2 6,328 7,794 1,137 3,337 8,678 1,188 1,922 1,812

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcio  is a variable which takes 1 if a firm introduces CIO at any time in the data set and 0 otherwise. Ifullcio is
a variable which takes 1 if a firm introduce full-time CIO at t and 0 otherwise. Icocio is a variable which takes 1
if a firm introduce concurrent CIO at t and 0 otherwise. #affil.  is the number of affiliates. #affil. os  is the numer
of affiliates overseas. Standard errors in brackets. Y, VA, L, K, and M  mean gross output, value-added,
number of employee, estimated tangible fixed capital (land excluded), and intermediate input, respectively.   *
p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01.
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（2）CIO と中小企業のパフォーマンス 
（HT推計、専任（Ifullcio）と兼任（Icocio）を分けた場合） 

 
  

(1) (3) (5) (6) (7) (8) (9) (10)
lnTFP×100 lnY lnL lnK lnM ln(export) ln(#affil.) ln(#affil.os)

ln(Age) 0.207 0.0875*** 0.136*** 0.439*** 0.0373 0.365** 0.0231 -0.0254
[1.244] [0.0294] [0.0220] [0.125] [0.0389] [0.145] [0.0364] [0.0267]

Dcio 2.663*** 0.0302 -0.140** -0.0712 0.025 -0.143 -0.133** -0.0808*
[0.958] [0.0787] [0.0666] [0.110] [0.0841] [0.157] [0.0571] [0.0457]

Ifullcio -0.483 0.000445 0.0263*** 0.0633 0.00489 0.0979* -0.000999 -0.0220**
[0.500] [0.0114] [0.00856] [0.0499] [0.0151] [0.0572] [0.0142] [0.0104]

Ifullcio×SME 1.131 0.0162 -0.0361** -0.0275 -0.000558 -0.163 -0.00671 0.00727
[0.865] [0.0202] [0.0151] [0.0872] [0.0266] [0.100] [0.0251] [0.0184]

Icocio -0.434* 0.00849 0.00754* 0.0512** 0.0186** 0.0424 0.0127* 0.00636
[0.255] [0.00586] [0.00439] [0.0255] [0.00774] [0.0293] [0.00729] [0.00535]

Icocio×SME 0.55 0.00958 -0.00581 -0.0936** -0.00242 -0.121*** -0.0321*** -0.0219***
[0.378] [0.00885] [0.00662] [0.0381] [0.0116] [0.0439] [0.0110] [0.00806]

Obs. 24,477 25,431 25,433 25,300 24,913 25,433 25,433 25,433
ρ 0.875 0.991 0.993 0.905 0.986 0.939 0.972 0.976
χ2 6,828 7,551 997 3,174 8,458 1,644 1,775 1,875

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dcio  is a variable which takes 1 if a firm introduces CIO at any time in the data set and 0 otherwise. Ifullcio is
a variable which takes 1 if a firm introduce full-time CIO at t and 0 otherwise. Icocio is a variable which takes 1
if a firm introduce concurrent CIO at t and 0 otherwise. #affil.  is the number of affiliates. #affil. os  is the numer
of affiliates overseas. Standard errors in brackets. Y, VA, L, K, and M  mean gross output, value-added,
number of employee, estimated tangible fixed capital (land excluded), and intermediate input, respectively.
SME  means small and medium sized enterprise.  * p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01.
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（3）CIO と大企業のパフォーマンス 
（HT推計、専任（Ifullcio）と兼任（Icocio）を分けた場合） 

 
 
  

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
ln(#prod.) ln(HHI_prod) ln(SD_prod) ln(Salesmain biz.) ln(Salesother biz.) Main biz. ln(#patent) ln(R&D)

ln(Age) 0.0216 -0.0183 -0.0259** 0.114* -0.0118 -0.0137 -0.0365 0.0674
[0.0287] [0.0133] [0.0103] [0.0623] [0.139] [0.0227] [0.121] [0.134]

Dfullcio 0.199** 0.017 0.0197 2.294*** 1.628*** 0.0144 0.627 0.888
[0.0819] [0.0278] [0.0213] [0.560] [0.564] [0.0363] [0.791] [1.115]

Dcocio 0.0848*** -0.0158 -0.0114 0.731*** 0.909*** -0.00893 0.942*** 1.105***
[0.0301] [0.0102] [0.00787] [0.205] [0.207] [0.0136] [0.290] [0.409]

Ifullcio -0.00612 0.00414 0.000964 0.00526 -0.023 0.0038 0.0543* 0.0226
[0.00730] [0.00351] [0.00270] [0.0153] [0.0346] [0.00628] [0.0298] [0.0330]

Icocio -0.00544 0.00263 0.00256** 0.0171** -0.0174 0.00526* 0.0261* 0.0169
[0.00342] [0.00164] [0.00127] [0.00719] [0.0162] [0.00294] [0.0140] [0.0155]

Obs. 10,042 10,042 10,042 10,042 10,042 10,042 10,042 10,042
ρ 0.896 0.796 0.795 0.99 0.95 0.639 0.981 0.988
χ2 1,673 9,927 8,302 4,888 5,585 10,242 1,051 879

Notes. Hausman-Taylor estimation results. Industry by year dummy variables are included in every regression.
Dfullcio  is a variable which takes 1 if a firm introduces CIO at any time in the data set and 0 otherwise. Dcocio
is a variable which takes 1 if a firm intorudce CIO at any time inthe data set and 0 otherwise. Ifullcio is a
variable which takes 1 if a firm introduce full-time CIO at t and 0 otherwise. Icocio is a variable which takes 1 if
a firm introduce concurrent CIO at t and 0 otherwise. HHI_prod is the HHindex.  Sales main biz.  is the sales of the
largest segment of the firm in terms the value of sales. Sales other biz . is the sales of the largest segment of the
firm in terms the value of sales.  Main biz. is the ratio of the sales of the largest segment over the total sales.
R&D is the nominal R&D expenditure of the firm. * p<0.10, ** p<0.05, and *** p<0.01.
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補論 F 基礎統計量 

 
 
  

Variable Obs. Mean S.D. Min. Max

lnTFP×100 42,129 -1.11 20.77 -167.28 93.75
lnY 43,618 8.93 1.68 3.61 16.20
lnL 43,620 5.92 1.31 3.91 11.72
lnK 43,440 7.39 2.31 -1.11 16.69
lnM 42,885 8.52 1.85 0.68 16.12

ln(export) 43,620 2.01 3.52 0 15.88
#affil. 43,620 10.28 46.85 0 1366

#affil.os 43,620 4.00 27.28 0 1235
#prod. 43,620 2.69 1.56 1 16

ln(HHI_prod) 43,620 0.51 0.15 0.13 0.69
ln(SD_prod) 33,742 0.26 0.16 0 0.53

ln(Salesmain biz.) 43,620 9.09 1.71 4.39 16.43
ln(Salesother biz.) 33,742 7.89 2.07 -0.55 15.47

Main biz. 43,620 0.75 0.22 0.19 1
#patent 43,620 203 2,077 0 138,966
ln(R&D) 43,620 2.14 3.06 0 13.15

Age 43,620 46.67 19.19 1 257
Dcloud 17,421 0.37 0.48 0 1
Icloud 17,421 0.20 0.40 0 1
Dcio 35,470 0.56 0.50 0 1
Icio 25,433 0.36 0.48 0 1

Ifullcio 25,433 0.04 0.20 0 1
Icocio 25,433 0.32 0.47 0 1
SME 43,620 0.44 0.50 0 1
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補論G  
クラウドコンピューティングの形態（「情報処理実態調査」調査票より） 
(1) 「SaaS」：Software as a Serviceの略称。「ライセンス契約」という形でパッケージソフ

トを販売する従来の形式とは異なり、インターネットなどのネットワークを介して、顧
客に必要なアプリケーションソフトの機能をサービスとして提供し、月額使用料で収入
を得る販売形態を言う。ASP（Application Service Provider）も同様のサービスである
が、特に１つのシステムプラットフォームで複数の顧客のアプリケーションが動作す
る形式のものが、SaaS といわれる。 

(2) 「PaaS」：Platform as a Serviceの略称。SaaS 的に使用されるアプリケーションソフト
ウェアの作成、カスタマイゼーション、保守自体をネットワーク経由で行うことを可能
にしたシステム形態をいう。 

(3) 「IaaS」：Infrastructure as a Serviceの略称。仮想マシン（「仮想化技術」により物理的
なコンピュータを分割し、独立した OS により動作する論理的なコンピュータ）を直接
的に操作可能にしたものをいう。 

 
図 クラウドコンピューティング形態別導入率（2009 年～2016 年、単位：％） 
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補論H パネルデータにおける CIO在籍の変化 
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補論 I Hausman-Taylor 推計 
ここでは本文で採用されているHausman-Taylor 推計の概略を説明する。企業 iの t年での
パフォーマンスは以下のモデルのように決まるとする。 
 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝑐𝑐 + 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 (I-1) 
 
ただし、𝛼𝛼𝑖𝑖 は観察されない企業の固定効果（Unobserved firm fixed effect）を、𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒は時不
変の外生変数（time-invariant exogenous variable、本文では設立年ダミー）を、𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒は時不
変の内生変数（time-invariant endogenous variable, 𝛼𝛼𝑖𝑖 と相関する、本文では Cloud や CIO
等の導入固定効果）を、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒は時変外生変数（time-variant exogenous variable、本文では企
業年齢、産業×年ダミー）を、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒は事変内生変数（time-variant endogenous variable, 𝛼𝛼𝑖𝑖
と相関、本文では Cloud導入, CIO導入）を表す。 
このような場合、固定効果推計によって𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒や𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒の一致推定量を得ることは可能である

が、固定効果推定の推定方法から𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒や𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒の一致推定量を得ることはできない。Hausman 
& Taylor (1981)はこのようなモデルで𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒や𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒の一致推定量を得る方法を提案している。 
まず一段階目で（I-1）式に従って固定効果推計をし、𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒や𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒の一致推定量を得、残差を

求める。第二段階では、求めた残差を𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒と𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒に回帰させる。その時、𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒は𝛼𝛼𝑖𝑖 と相関する
ため、操作変数として、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒 の企業平均からの乖離、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒の企業平均からの乖離、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒の企業
平均、𝑍𝑍𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒などを用いる。 
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補論 J 「情報処理実態調査」におけるハードウェア費用の割合の分布 
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